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新型コロナウイルスに対する再休園等の今後の対応についてver.4


政府が緊急事態宣言を東京都などを対象に発令する検討に入ったという報道がされています。再休園等の検討など多くの加盟園が明日からの対応に大変気を揉んでおられることと存じます。ご案内の通り、このたび政府は全国の公立小中高校に対して休校要請をしました。現時点では文科省の見解は27日（木）文教課からのメール（23：19発信）と変更はなく、休校の対象は国公私立の小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校となり、幼稚園は含まれません。
本日早朝より京都府文教課、京都市こども若者はぐくみ局と連盟・協会役員が協議した結果、現時点での京私幼連盟・協会として加盟園への連絡お願いは次次の通り通りです。
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１．この度の宣言を受けて各市町村が、学校運営に関する通知を新たに出す可能性があります。


２．市町村ごとに地域の感染状況を勘案して、通知の内容が異なる可能性もあります。

３．参考までに、先日実施した各園への調査では別紙の通り、規模や時間などを縮小するなどして入園式を行い、4月から通常保育、預かり保育を再開される幼稚園が非常に多い結果となっていました。

４．しかしながら現状の大きな変化を踏まえて、入園式をはじめ新学期の対応をどうするべきか、決めあぐねておられる園が大半ではないかと推察します。

５．最終的には各幼稚園の判断により保育の実施の有無や形態を決定することになりますが、ver.2
と同様に各都道府県および各市町村が判断して通知をする見込みです。その内容が幼稚園の保育・預かり保育に関する形態等の判断材料になると考えられます。以下はあくまでも一例です。
例）・市町村の小学校が休校措置の場合→　幼稚園もそれにならって同期間休園
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　預かり保育は保育所が継続して開所する場合は、少なくとも新2号は対応
　　
・市町村の保育所にも休園措置の場合→幼稚園の預かり保育も同期間中は全面的に取りやめ

６．小学校等の入学式に関して新たな通知が出された場合には、その通知をもとにして入園式を、いつ、どのような形式で執り行うべきかを検討することとなります。

７．現時点の新学期の方針に固執せず、新しい事実が明らかになった場合は方針を根本的に変更する柔軟性が非常に重要です。わずか一日で状況は大きく変化するのが現実です。
但し、今後京都府内などにおいて感染状況などが変わった場合には、私立幼稚園にも休園措置が要請される場合もありますので、ご承知おきください。
８．医療現場が非常に緊迫状態にあるのが都市部の全国共通の現状であり、3学期と比較すると相当深刻な段階にさしかかりつつあることを私立幼稚園も認識する必要があると思われます。
９
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記




・私立小中高校は今回の国および文科省の要請の対象校となったため、休校せざるを得ないと考えられる。（京都府私立学校中高連に確認済）
・幼稚園は今回の要請の対象外だが、この度の休校要請の最大の目的は、感染の急激な拡大の防止にある。このことに鑑み、社会的責任を担う私立幼稚園としても基本的には休園措置をとるべき。
・参考までに京都市も現在協議中であるが、公立幼稚園に関しては休園措置をとる方向で調整中。
・私立幼稚園である以上、今回の最終決定は行政ではなく幼稚園側にあるが、何の対策もせずに通常保育を実施した場合に、万が一園で感染が発生した場合のリスクは非常に大きい。
・通常保育は基本的に行わず、自宅待機の協力を要請する一方で、保護者の判断のもと自己責任で任意に登園するなどの形態は考えられる。（別紙参照）ただしその場合も園児、保護者の健康管理の徹底や園が登園基準を定めることは重要。
　（例）
　　＊毎朝家庭での健康状態の確認（検温）
　　＊発熱や咳などの風邪の症状がある場合は登園できない

・保育料の返還に関しては、無償化の対象は在園児の在園期間であることから、今までの休園措置で返金していない限り問題が生じることは考えにくい。（給食費など細かい部分は各園対応の可能性大）
・新2号児、2歳児接続保育対象児への対応に関しては京都市など行政としては、保育実施の要請はあると考えられ、協力が望まれるが、最終的には幼稚園側の判断にゆだねられる。
・卒園式を実施する場合は文教課2月27日（木）発信の文科省の通知「学校の卒業式・入学式等の開催に関する考え方について」を参考。
休園措置が再要請された場合は、諸費に関する連盟顧問弁護士の見解は以下の通りです。
→保育料に関して25,700円/月以上の徴収をされている幼稚園に関しては、25,700円に関しては返金の必要はないが、上乗せ分の返金に関しは園の規定にしたがうことになる。バス代、給食費などの返金などに関しては前回と同様園ごとの対応となる。（但し、無償化対象外の2歳児クラスの保育料に関しては各園の規定での判断となると思われます。

10．教職員等への休業手当も3月と同様の考え方となります。

11．園児・保護者や関係者（同居親族、職場を含む）に陽性反応が出たり、濃厚接触者の可能性が出たりした場合は、速やかに幼稚園に連絡よう各家庭に依頼してください。
園児・教職員に感染あるいは疑いが出た場合は園から文教課に連絡をしてください。
4月3日18：39文教課のメール参照

12．引き続き教職員に対して　通勤中や休日の行動等について、出来る限りのリスクを排除する行動の注意喚起を確認してください。万が一の場合は、感染が判明する前の疑わしい段階で速やかに幼稚園に連絡するように依頼しておくことも重要です。

13
．今後も各園に判断材料を提供する目的で、加盟園に調査することも考えられます。その場合、結果はまとまり次第、園名は伏せてフィードバックいたしますので、出来るだけ多くの園が調査にご協力ください。場合によっては文教課と調査結果を共有することもありますので予めご了承ください。

14．再度加盟園に保育実施形態等の緊急再調査を明日実施して、出来るだけ速やかに各園にフィードバックすることを計画しています。
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